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I.はじめに

今日,大部分の企業では,標準原価システムを含む予算管理制度の導入によ

って,実際発生した実練値と標準または予算とでの比較による業凍評価を行っ

ている。

ところが,実際発生した実演値はこれが予舞または標準に接近することを期

待するが,実練値と予算または標準との間にはある程度の差異が生じる。この

ような差異を修正または防止するために管理者は会計情報に基づいて迅速な調

整を行う必要があるが,従来のコントロール　システムでは,標準から離され

た差異に関する調査判定基準を差異の絶対的な大きさまたは相対的な大きさに

よる,管理的判断または経験に依存する主観的な判断基準によるところが多か

った。特に,統計的コソトロール・チャートによって合理性が裏付けられた片

側及び両側調査が従来のコントロ-ル　システムの一つの発展と見られた。

このような原価差異調査問題に対して, BFJ 〔Bierman, Fouraker and

Jaedicke (1961)〕が原価差異の原因である作業工程を調査する場合の調査費用

と調査しない場合の将来生じうる費用に基づいて経済的な観点から統計的決定

理論を使って分析した以来,原価差異調査問題に対する説得力ある分析的方法

を探す研究が管理会計の一つの研究テーマとして盛んに行なわれた。

本稿では,原価差異調査問題に対する現在までの研究成果をパラダイムの変

遷という側面から分析することにする。ここでパラダイムを「一般に詑められ

た科学的業続で,一時期の間,専門家に対して問い方や答え方のモデルを与え

るもの(Kuhn,1971序文p.8)」のように定義する場合,本稿では,それぞれ

の原価差異調査決定モデルが一時期の間のパラダイムとして成り立つための前
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提条件と新しい/くラダイムの登場のきっかけになった旧パラダイムの限界を論

じる。そして諸パラダイムでのモデルが管理会計実務で使われている伝統的方

法に対して持つ有効性を中心に論じることにする。ここでモデルの有効性に対

する分析はモデルが果たす意思決定の正確性とその正確性を保証するために支

払わなければならない経営資源の支出との関係から行なわれる。

BFJ (1961)以来1970年代末までのアプローチは意思決定者を中心に彼に

有用な判断基準を提供するという意味でのアプローチである。本稿では,これ

を意思決定アプロ-チと名付けるO一方1980年代に入って.従来の7ブロー

チとは違って,エイジェソトとブ.)ソシノミルとの間の情報と動幾づけに関する

問堰を明示的に.そして意思決定者の選択行為を内生的にモデル化したェイジ

ェ./シーアブローチが新しいノ,'ラダイムとして登場した。これに加えて,行動

科学的方畠によるアプローチが注目を浴びることになった。これは,従来の行

動科学の研究成果を原価差異調査決定問題に応用したアプローチで,ある状況

の変化による決定戦略の選択問題を論じるコンティンジェンシーアプローチで

ある。

本稿では.各7ブローチの前提条件,研究成果.そして限界を中心に, 2章

で意思決定アプローチに対して, 3章でエイジェンシーアブローチに対して.

そして4章ではコンティンジェンシーアプローチに対して論じる。最後の5章

で,このような各7ブローチが原価差異調査決定問題に対して与えたイソパク

ト及び適用上の限界を論じる。

II.意思決定アプローチ

このアプローチによる意思決定モデルは標準と実際発生原価との原価差異が

統制範囲内に含まれるか否かを表すコントロール・チャートの再検討から始ま

った。この7ブローチでは,原価差異が発生したとき.それが正常状態(In-

Control State)と異常状態(Out-of-Coiltrol State)の二つのどちらかの状

態から発生するものと前提する。そしてこのアプローチでは,発生した原価差

異のうち機械的な要因による原価差異を中心に,それが正常状態で発生した偶



然誤差と判断して原価差異を調査しないか.異常状態で発生したものと判断し

て原価差異を究明すべきかの問堰を,調査する場合と調査しない場合との関連

費用の観点から意思決定ルールを形成しようとする。

このアプローチでは,単一期間または多期間において意思決定者が関連費用

を最小化するという目標下で原価差異の調査決定を行うように,決定ルールを

定式化することに目的がある。このような決定ルールは利用される関連費用ま

たは数理的技法によって三つの類型で分類される。

その一つは,原価差異を調べる費用と調べないときの将来生じうる期待費用

の合計額を最小化するという観点から.ベイズ決定理論を使って最適調査領域

を形成しようとするモデルである〔BFJ (1961) ;Dyckman (1969)〕。その

二番目は,ある期に原価差異の原因を調べる場合の調査費用と将来生じうる発

生原価差異の期待値の合計額を最小化するという観点から.多期間での動的計

画モデルを構築して意思決定者の最適調査債域を決めるモデルである〔Kaplan

(1969) ; Hughes (1975)〕。一方,三番目は,マルコフ確率過程を使って正常

状態と異常状態とのそれぞれの定常確率を求めて,原価差異の原因を調べる場

合と調べない場合とで生じる総費用を最小化する方法で最適調査額域を求める

モデルである〔Dittman & Prakash (1978)〕。

このような意思決定アプローチでは,必要な意思決定モデルを新古典派経済

学に求め,利益最大化(または費用最小化)及び限界分析を基本的要素として

単純なモデルに基づき理想的な管理者行動を導き出そうとしたところにその特

徴がある〔小林(1987)〕。

このアプローチによる諸モデルとコントロール・チャートに基づく単純な原

価差異調査モデルに対して, Magee (1976)とPrakasll & Dittman (1979)

紘,諸ノ1'ラメーターの変化による長期に渡る総費用の比較シミュレーションに

よって,モデルの優越性に関する比較を行った。その結果,総費用最小化の観

点からは, Kaplan (1969)の動的計画モデルがオプチマルであるといいなが

ら, 「総費用の比較から管理者が現在使っている技法が間違ったモデル選択であ

ることを示すような根拠はない。もちろん.その逆もいえる。」という結論を下
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だした。そしてMagee (1976)は,原価差異調査決定モデルに関するすべての

費用(調査費用,情報費用,モデル実行費用など)を考えると,管理者はより

単純な調査ルールを好むかも知れないと加えた。

すなわち,この7ブローチでの諸モデルを管理会計実務で使われている技法

と比べると,モデルの精度を高めるためには経営資源の犠牲がかなり大きいこ

とが示されている。したがって,このアプローチの諸モデルは管理会計実務で

使われている片側及び両側調査を否定するまでには至っていないといえる。

一方,このアプローチは,機械的な生産工程を対象としたため,原価差異調

査の可能性が管理者の行動に与える影響を考慮しなかったという批判を受けた

「Demski & Kreps (1982)〕。したがって,このような限界を克服するため,

管理方式や管理者の行動による効果がモデル内に明示的に内包される分析が必

要になって,エイジェソシーl"fローチが提示された。

III.エイジェンシーアプローチ

ある個人が他の人の行為に依存するときには,いつでもエイジェンシー関係

が存在するというo　ここで行為を行う人をェイジェソト.その行為に依存して

影響を受ける人をプリンシパルであると名付けるならば,エイジェソシーアブ

ローチはエイジェソトである経済主体がブV vシバルであるもう一つの経済主

体から報酬を受けることを約束して,彼のために不確実な環境の中で行動を取

るという状況を分析するモデルである。

企業という階層的な組織ではブリソシバルである上位の者の意思決定権限が

エイジェソトである下位の者へ委譲され,その下位者によって業務活動が遂行

されることが企業における活動の基本的バターンであるといえる。その際に業

務活動から得られる成果は事前に取り決められた契約に従って関係者の間で分

配される。しかし,このような上司と部下の関係では普通二人の間の個人的利

害の不一致と二人の持つ情報の不一致が存在する。エイジェソシーアブローチ

ではブリソシバルとエイジェントの問にこのような二つの本質的な不一致があ

ると前提して,プリンシルの目的を達成するためにエイジェントをどう動機付
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けるかという問題を論じる。

原価差異調査決定問堰におけるエイジェソシー77'p-チの特徴は,エイジ

ェソトの行動に関する不完全な情報しか持っていない上級者であるプリンシパ

ルが生産工程の条件付調査をどう実行し,その追加情報を利用して「自分の目

的を達成できるようにエイシェソトを動機付けるか」を明確にすることにある。

このアブp-チの原価差異調査に関する基本モデルは一人のブリソシバルと

一人のエイジェソトによって構成された単一期間のエイジェソシーモデル

〔Baiman&Demski(BD), 1980a〕である。このモデルでは,エイジェソトが

少なくとも次善の雇用機会と同一な期待効用を持たなければならない。そして

エイジェソトは示された報酬計画から得られる期待効用を最大にするような行

動を取るという制約条件下で,従来のエイジェソシーモデルに追加的情報(原

価差異を調べた結果から得られる情報)の効果を組み入れて,エイジェソトが

ブリソシ′,'ルの望む行動を行うようにエイジェソトを動機付け,プリンシパル

の期待効用を最大化するような原価差異調査政策の決定問題を定式化している。

このモデルでは原価差異を調査するか否かはいずれかをラソダムに選ぶよりも

はっきりと一方に決めた方がよいことを示している。そして原価差異調査政策

は動幾付けとリスク分散の効果がモデルに含まれているため管理会計実務で使

われている調査債域の片側及び両側の存在を否定している。

一方, BD (1980d)は従来のモデル(BD, 1980a)の仮定を緩めて最適調査

額域が片側に存在することを示している。しかし, BD (1980a, 1980b)は従

来の管理会計実務で使われている片側の調査領域がエイジェソシーフレームワ

ークの中でもオブチ・?ルであることを示している(Baiman, 1982)c

一方, Lambert (1985)は, BD (1980b)の一部の仮定を外すことによっ

て, BD (1980b)の結果とは異なる両側調査領域の最適性が導かれる場合を示

している。その後, Young(1986)紘,エイジェソトが非HARACHyperbolic

Absolute Risk Aversion)族効用間数を持つ場合,両側の調査領域が最適で

あるケースを示している。

しかしながら,上で述べたいずれの研究結果からも基本的には管理会計実務
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で使われている片側及び両側の調査韻域に関する論理的説明を与えているだけ

である。即ち.最適な調査額域について一般的な原則を打ち立てることは困類

である。それは,プリンシパルとエイジェソトの効用関数,生産関数,情報シ

ステムの特性などが最適な解に与える効果に依存して変わりうるからである

〔辻(1987)〕。

したがって,管理会計実務で使われている片側及び両側の調査額域がエイジ

ェソシーフレームワークの中でオブチマルである限り,管理会計実務を否定す

るにはMagee (1976)の比較シミュレーションのようにエイジェソシーモデル

の柔軟性(robustness)及び有効性を明確に示す必要があると考えられる。

IV.コンティンジェンシーアプローチ

このアプローチは複雑で精密はツールを使う戦略と経験法則のような単純戦

略との問での戦略選定が意思決定問題自体から由来する特性と決定環境の両面

にコソティソジェソトであるという前提から出発する。そしてこのアプローチ

での戦略選定は決定の正確性に対する業務的要求と意思決定者の努力支払いに

対する抵抗の間での均衡によって現れるという。

Waller & Mitchell (1984)は,複雑で精密なツールを使う分析的決定戦略

と信頼性は落ちるが単純な決定戦略の間での戦略決定が業務的特性と意思決定

者の特性にコンティンジェントであることを示したBeach& Mitchell (1978)

のフレームワークに従って,原価差異調査モデルの選定問題を論じた。彼らは,

「より分析的なモデルの選定は意思決定者が評価されて礁われる基準に従って

決定されなければならない。なぜならば.この基準がモデル選定に影響を与え

るからである。」といったMagee (1976)の主張に基づいて,単純戦略と分析

的戦略との間の選択が状態の不確実性と決定の重要性の変化に従ってどう影響

を受けるかという問題を研究した。

彼らは状態の不確実性を作業工程の状態が正常状態または異常状態に対する

不確実性であると定義し,そして決定の重要性を,決定とその結果が管理者の

現在の報酬に与える影響:決定とその結果が管理者の未来の報酬と昇進機会に
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与える影響;決定とその結果が組織の財務状態に与える影響の三つの観点から,

分類・定義した。彼らは,次のような四つの仮説を設定して,状態の不確実性

と決定の重要性の変化が分析的モデルと単純モデルの間での選定にどう影響を

与えるかに関する模擬実験を行うことによって.彼らの仮説が妥当であること

を検証した。

仮説1 :作業工程が正常及び異常状態にあるか否かの不確実性が増加する

ほど,管理者はより分析的なモデルを選ぶ傾向がある。

仮説2 :現在の報酬が企業の現在の利益に連動される場合,管理者はその

報酬が固定給である管理者より分析的なモデルを選ぶ傾向がある。

仮説3 :管理者の未来に対する影響が大きいほど.彼はより分析的モデル

を選ぶ傾向がある。

仮説4 :企業の財務状態に重要な役割を持つ作業工程に対する責任を持つ

管理者はそうでない管理者より分析的モデルを選ぶ傾向がある。

一方,彼らは,状態の不確実性と決定の重要性が大きければ大きいほど,よ

り分析的なモデルが選好される理由をモデルの高い信頼性に対する追加的利益

がモデルの高いコストを上回るからであるという。しかしながら,彼らの模擬

実験で行なわれたモデル選択基準はモデル間での評価がモデル複雑性に基づく

被実験者のモデルに対する受容性に焦点を置いたため,状態の不確実性と決定

の重要性の環境変化に対する被実験者のモデル選択がかなり大きい分散で現れ

る。すなわち,特定の環境要因の変化に対する被実験者のモデル選択が主観的

受容性に依存するため,環境要因とモデルの属性の間に明確な因果関係が示さ

れていない。したがって, Waller & Mitchell (1984)の原価差異調査決定問

題に対するコソティ・}ェソシ-アプローチは因果関係の推定,変化過程の推定,

適合性の判定などが明確に示されていない限界を持っている。

このアプローチは,エイジェソシーアブローチが管理者の行動をモデル内に

内生的変数として扱うのに対して,管理者の行動とモデルを分離して外生変数

として扱って原価差異が管理者に与える影響を分析することによって,より精

密なモデルを使う必要性を検証している。したがって,管理者の行動がより精
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密なモデルの選定に影響を与えるという一般的な結果は見せているが,上で述

べた因果関係の推定の不完全性によって環境要因の変化による精密なモデルと

単純なモデルの問での選択基準が説明されていない。

結局,このモデルは管理会計実務に対する決定ルールを提供するまでには至

っていないといえる。

Ⅴ.まとめ

伝統的管理会計実務での原価差異調査では.原価差異に関する調査判断基準

を管理的判断または経験によるところが多い。特に,統計的コントロール・チ

ャートを利用した片側及び両側調査は経済的観点や情報の効果が無視されてい

るという批判を受けている。ここで,調査頚城の判断基準を経済的な観点から

決めなければならないと主張したBFJ (1961)によって初めてモデル化によ

る再検討が行なわれた。

BFJ (1961)以来の意思決定アプローチは,原価差異を正常状態と異常状

態の二つのどちらかの状態から発生するものとして,正常状態から異常状態に

はある一定の確率で状態の推移が生じると仮定した。そして,原価差異の原因

を観枕的な要因によって発生するものと前提して,原価差異の原田である機械

的な要田を調べるときの調査費用と原価差異を偶然な差異と判断して何の調査

活動も行わないときの発生する費用とを最小化するという観点から,最適調査

鶴城の決定間堰を論じた。

このような計畳モデルの開発にもかかわらず, Magee (1976)の各モデルご

との総費用の比較シミュレーション研究によって,「伝統的管理会計実務で使わ

れている技法が間違ったモデル選択であることを示すような根拠はない」とい

う結果が示された。もちろん,このアプローチは, Demski & Kreps (1982)

の指摘のように,原価差異調査の可能性が管理者の行動に与える影響を考慮し

なかったという欠陥はもっているが,アプローチの前提を生産工程の機械的な

要因による原価差異に限定すれば,意思決定7ブローチは特定の状況ではオプ

チマルであるといえる。しかし,このようなオブチマルである特定の状況に限
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定しても,原価差異調査決定モデルに関する情報費鳳　モデル実行費用などの

すべての費用を考えると,管理者はより単純な調査ルールを好むかも知れない

といったMagee (1976)の指摘のように,伝統的な管理会計実務を否定するよ

うなモデル開発までには至っていないといえる。

一方,原価差異調査の対象を機械の状態とする意思決定アプローチと違って,

原価差異調査の原因究明の対象を人(.Lイジェソト)とするエイジェソシーア

ブp-チでは,個人的利害の対立と情勢の非対称性を前提として. 79ソシバ

ルの目的が達成できるようにエイジェソトをどう動機付けるかに焦点があった。

このアプローチは原価差異調査の可能性が管理者の行動に与える影響をモデル

内に明示的に内包したところに貢献がある。

しかしながら.ェイジェソシーアプローチの研究成果は,基本的には管理会

計実務で使われている片側及び両側の調査額域に関する論理的説明を与えてい

るだけで,エイジェソシーl"fローチが現実的に使えるモデルとして成り立つ

ためには解決しなければならない問題が多い。その一つとして挙げられるのは

エイジェソシーアブローチで使われている諸関数を現実の管理会計実務でどう

求めるかである。すなわち.最適な解に与える効果に依存して変わりうる諸関

数を有効性の観点からどう評価すればいいかという問題である。

Baiman(1982)の指摘のように片側または両側の調査額域を示す管理会計実

務がェイジェソシーフレームワークでオブチITルである限り,エイジェソシー

モデルが管理会計実務で説得力を持つためにはエイジェソシーモデルの柔軟性

及び有効性が明確に示されなければならない。

したがって,このような研究成果が検証されないかぎり,意思決定アプロー

チで現れた問題点がエイジェソシーアブp-チにも存在するといえる。

一方.複雑で精密なツールを使う戦略と経験法則のような単純戦略との間で

の戦略選定が意思決定問題自体から由来する特性と決定環境の両面にコソティ

ソジェソトであるという前提から出発したコソティジェソシーアプローチは.

意思決定に与える環境的要因及び管理者の行動を外生変数として取り扱って,

これらがモデルの選定にどういう影響を与えているかという一般的な結果は見
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せているが,決定ルールを提供するまでには至っていない。即ち.このアプロ

ーチによる原価差異調査モデルは特定の環境要因の変化に対する被実験者のモ

デル選択が主観的受容性に依存するため,因果関係の推定,変化過程の推定.

適合性の判定などが明確に示されていない。このような点で,このアプローチ

は管理会計実務に対するモデル選定要因は分析しているが,決定ルールを提供

するまでには至っていない。

したがって,上で述べた三つのアプローチでの諸モデルは管理会計実務を否

定するようなモデルの開発までには至っていないといえる。
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